
5．緊急経済対策
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I．規制緩和等の推進
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Ⅱ．厳しい経済情勢等への対応と調和ある対外蓮済関係の形成

1厳LL磯村静＼の対応

（1）生活者・消費者の視点に立った社会資本整備の推進

（2）災害衡日事業等の推進

’（3）住宅投資の促進

（4）構造調整に資する設備投資の促進

（5）中小企業対策等

（6）雇用対策

（7）税糾上の措置

（8）金融の円滑化と金融政策の機動的運営

2　調和ある対夕蘭関係の形成

（1）輸入の促進等

（2）OTOにおける苦情処理体制の充実・強化の検討

以上の対策を講ずるはカ＼

1経済社会構造の変革に向けての検討

2　抜本的な税制改革の検知

を行う。
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我が国経済は、公共投資や住宅投資には回復の動きが見られるものの、個人消費や民間

吾媚投資の低迷に加え、急激な円高や災害」異常気象による影響もあって、回復に向けた

動きにも足踏みがみられる。また、経済の先行きに対する中期的な不透明感も広がるなど

今後の景寿回復には予断を許さないものがある。

このような寛下の経済の緊急状況を融良し、我が国経済を内需を中心とするインフレな

き持続可能な成長経路へ円滑に移行させていくことは、現内閻に課された喫緊の課題であ

る。

政府は、昨年3月以来、3次にわたる経済対策と景気に配慮した平成5年度予算を通じ

i●て今次の景気低迷に鋭意対処？てきたところであるが、以上のような認識に立って頂の
p　　とおり緊急経済対策を講ずることとした。本対策は、現内閣がその成立後間もなくその準
ヽ

－

；備に着手した規制緩和と円高差益還元の両施策のほカ＼円高の影響や災害による被害への

［、財政措置を伴う対応等国民が直面する厳しい趣剤静こ対し速効的に対応しうる幅広い諸

施策から成り立っている。

また同時に、‘本対策は、現下の経済情勢に即応するのみなら蝋生活者・消費者が豊か

さを実感できる経済社会の構築、活力ある社会を創造するための経済発展基盤の整備、調

和ある対外経済関係の形成といった我が国の中長期的な課題の解決に向けて大きく第一歩

ト　を踏みだすものである。

［●師としては、本棟予算繭4月に粧された総帥欄輝を引き続き栄にI

r

巨

i親し、そ瑚栗を速や柚可分に執させる三玖本雅を早鮎新に移すことに
より先行き不透明感を払拭しっ1景気回復への動きを確固たるものとし、もらて、国民

生活の向上と成長力の充実・謝ヒ並びに調和ある坪憧済関係の形成に資することを期

待する。

記
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I．規制緩和等の推進

内需拡大や輸入促進に画妾的な効果があり、また経済構造を変革していくための新た

な第一歩につながる公的規制の緩和等を推進するとともに、手続きの簡酎ヒ・円滑化を

図ることにより経済の矧封ヒを図るほか、公的規制がもたらす国民や企栄の実質的な負

担や制約を軽減し、国民生活の質の向上や民間活力の発揮を確保するためも引き続き公

的規制の緩和等を推進する。

1．規制緩和等の実施

新規事業の創出や事業の拡大等、競争の促進や価格の弾力化等を通じた市場の効率

化、市場アクセス改善を通じた輸入の催獣申請負担の軽減による経済的コストの削

減等を由り、一内需の楓輸入の拡大等を期するため、別紙1のとおり94項目にの

ぼる公的規制の緩和等を行う。

2．地域開発等プロジェクトの推進

地頃開発等プロジェクトの実施を円滑に進めるため、各種許認可等事務手続きの迅

速化及び開係省庁間の調整の円滑化を」亨推進する。とりわ吠本年度内の申請・審
シ

査に係るプロジェクトに関する事務手続きの処理期間毎和幅に短縮するよう努めるも

のとする。

3．着実な実施を確保するためのフォロー・アップ

1及び2に掲げる措置を着実に推進するた玖必軍に応じ行政監察機能を活用しつ

1フォロー・アップを行う。このうち、2に掲げる措置について埠大規模な地域

開発等プロジェクトに係るものを中心として、措置の着実な実施を図るための推進方

策（体桝を含むb）’の在り方を検討する。
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4．引き続き甥剃緩和を推進するための措置・

1に掲げる措置のほか、以下により、引き続き、公的規制の緩和等を推進する。

（・1）独占禁止法の適用除外制度の見直し

独占禁止法の適用を除外している個別の法律に基づく適用除外カルテル等制度の

見直しについて、平成7年度末までに結論を出すこととし、関係省庁による連絡会

議を開催する等見直し推進体制の整備を図る。また、消費者利益確保の観点から、

本制度の運膚には厳正に対処するとともに、独占禁止法の適用除外の要件を欠き独

占禁止法違反行為と認められる行為を韓極的に排睦する。

（2）報告等に係る国民負担の軽減

申請、届臥報告（統計幸酷を含む。）等に係る国民負担の軽減を積極的に推進

するため、本年末を目途に、具体的推進方策を策定する。

（3）昔闇加数広報・公聴活動の充実

市場アクセ女の改善に資する規制の藤田を街筐するた臥市場開放問題酢酸埋

推進本部（OTO）において苦情処理体制の充実・弓射ヒに向けて速やかに検討を行

う。

また、規制緩和に関する国民の声を広く収集し、各省庁の施策に反映させるため、

広報・公聴活動の積極的展開を図る。
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Ⅱ．円高差益の還元

最近の急速な円高の進展にかんがみ、円高の効果が、我が国経済の各分野に円滑に浸

透し、物価の一層の安定が図られることにより、国民がそのメリットを速やカ＼かつ十

分に享受し得る状況を醸成することが重要である。こうした観点から、別紙2のとおり、

以下の円高差益の還元等に係る施策を推進する。

1．公共料金等の円高差益還元等

（1）円高差益還元

①‾電力IO杜の円高差益については、暫定料金引下げの形で還元することと・し、

平成5年11月から1・1か月間実施する。具体的な還元額はおよそ2，300億

円程度（標準的な家庭で月琴100円程度）となるものと見込まれる。

なお、北海道電力㈱は、円高差益還元とは別に、国内炭火力から原子力への燃

料転換に伴う燃料費の減（約200億円）を原資に、平成5年10月から1年間

の暫定料金引下げを実施する傭準的な家庭で月療220円程度の引下め。

●

②　大手ガス3杜の円高差益については、暫定料金引下げの形で還元することとし、

．平成5年11月から11か月間実施する。具体的な還元額はおよそ350億円程

度（標準的な家庭や月額135円程度）となるものと見込まれる。

③工業用アルコールについては、平成5年11月上旬を目途に、政府売渡価格を

平均約4％弓は下げる（弓汀げ総額は年間10億円程度の見込み）。

④麦の政府売渡価格については内外麦の需臥匡降仰臥為替相場、フレート
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の動向等を踏まえ、円高差益を反映させる方向で、＿できるだけ早期に決定を行う

ように努める。

⑤　KDDの円高差益については、国際電話料金の値下げの形で還元することとし、

合理化・効率化等により得られた利益の還元分も含め、平成5年10月中に平均

2％程度の値下げを実施する（値下げ総額は平年度で30数鮭円の見込み）。

⑥　学校給食用物資について、日本体育・学校健康センターから都道府県学校給食

会への売旋価格を平成5年10月から脱月諦浮Llkg当たり29円、輸入牛肉1kg

当たり30～50円引き下げる（平成5年度下期の還元額約1億円の見込み）。

なお、この他こ日本たばこ産業鰍も喫煙者並びに非喫煙者双方に資する環覧対

策すなわちスモ⊥キンクリーン強化プランに平成5年11月から着手する。具体的

には、公共施設等へクリーンスタンド約5万台（総額的10億円）を提供する。

（2）内需拡大・利用者サービスの拡充等

①　国内航空運算について、平成5年11月以降脚l等の割引運賃の拡充

を行う（家族割引運賃について、適用期間を春休みにまで拡大すると’ともに、現

行の原則25％の割引率を原如35％に拡大する等）。

なお、国醐充空運賃については、我が国航空企業の経営状況の改善を待って方

向別柏差是正の措置を講ずる。

②　鉄道運賃について、平成5年9月以降随時週末用の割引乗車券等新たな割引乗
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車券の導入を行う。

③　国内旅客船運賃にういて、平成5年10月以降随時周遊・回遊に係る運賃の割

引率の拡大等を図る。

④近年の国内産糠事業の合撃化等を踏まえて、平成5秒埠年度（5年10月～6

年9月）の国内舶酎ヒ目標価格を引き下げる。

2．一般輸入消費財等の円高差益還元

円高メリットが速やかに国民生活に還元されるよう、国民生活に関連が深い輸入消

費財等を中心として、．広く差益還元を促進するための施策を行う。

（1）関係業界への要請等

円高メリットが速やかに国民生活に還元されるよう、所管省庁から、輸入農林水

産物、輸入闇温石油製品、耐久消鄭臥非耐久消費財、一住宅及び住宅関連資材等

個別商品分野ごとを中山こ、関係する業界に対し、9月中を目途た、文書により要

請を行う。

（2）小売業界（音敗スーパー、中小J爛及び生活協同組合への円高活用

プランの策定等について、9月中を目途に文書等により要請を行う。

（3）独占熟輝運用

カルテノh再販売価格樹も．並行輸入の不当阻害等の独占禁止法違反行為によっ

て、円高差益の還元が不当に妨げられることのないよう、関連情報の収集に努める

とともに、違反事実が認められた場合には厳正に対処する。
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3．国民への円高差益還元践会の提供1

円高差益還元のフォーラム及びフェア（輸入品フェア、住宅フェア等）等について、

9月以降における開催を嘩進するとともに、給合輸入促進センタTの設置等により、

国民への円高差益還元機会の提供を図り、併せて円高基恕恕計＼の理解を促九

4．情報収集の強化・充実及び消費者への情報提供の強化

輸入品価格動向等調査の拡灸物価モニター・国民生活センタT及び貿易統計の準

用等により、今乱情事糾叉集の強化・充実を図り、再高の価格への反映を注視しつつ、

消費者への情報提供を強化する云

5．実施状況の点検

一今後、物価担当官会議等において、上記の施置事の実施状況を点検し、施策の実効

性ある推進を図る。＿
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